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ダイバーシティ経営の背景とねらい

　富士電子工業株式会社（以下「同社」）は1960 年創立、高周

波誘導加熱装置の設計製造販売および受託加工を行っている。

以前は自動車業界からの受注が 9割を占めていたが、当時常務

だった現社長が米国サブプライム住宅ローン危機を契機に、取引

先を拡大し、現在は自動車業界以外にも工作機械や農業機械な

どの幅広い業界との取引を行っている。また、2008年の社長就

任直後には、リーマンショックが訪れたが、競合他社の多くが設

備投資を止め人員削減を進める中、不況を逆手に高周波熱処理

の加工工場を安価に整備するなど、就任早々社長としての手腕を

発揮した。

　経営手腕が光る社長だが、現社長が同社の社員だった頃は男

性中心の社内慣習に強い問題意識を持っていた。当時は、女性は

男性の補助的な業務を担当することが多く、女性の職域は限られ

ていた。当時社員だった現社長は、自ら営業職を志願し、「女性

には無理だろう」と言われてきた職域で実績を上げることで、男

女に差はないことを自らの行動で示してきた。こうした実績を通

じて、社内の雰囲気や社員の意識に徐々に変化が生じ始めたもの

の、男性社員中心の社風はなかなか拭いきれず、女性社員のモチ

ベーション向上やスキルアップは難しい状況であった。加えて、入

社 3年目前後の社員は出産・育児のために離職率が高く、これか

ら重要な戦力となる人材を失っていることに強い問題意識を感じ

ていた。このような社員時代からの問題意識が、社長就任後に次々

に行われる改革の原動力となっていく。

　一方、海外との取引についても、社長就任前のやり方に問題意

識を感じていた。従来、海外顧客とのやりとりに係る翻訳・通訳

業務は外部に委託していたが、同社製品はオーダーメイドの機械

であるため、顧客の要望を取り込み、提案しつつ仕様を詰めてい

く必要があった。しかし、委託業者を介してのやりとりでは、顧

客の本音を聞くことや同社からの提案をうまく顧客に伝えること

が難しく、顧客満足をより高めていくためには、製品に関する知

識を持ち、同社の思いを伝えられる人材の配置と顧客対応を専門

に行う部門の整備が必要であった。

ダイバーシティ経営推進のための
具体的取組
ビジネス拡大の要となる「企画室」を新設、営業部
門の体制強化
　現社長は社長就任後、「企画室」（現在、米国人、日本人の男性

各1名、中国人、日本人の女性各1名の計4名から成る）を新設し、

課題となっていた貿易事務（海外顧客との打合わせや受注、入札

業務、契約書作成、HP多言語化や広報など）の改善や人材の採

用および育成などに注力した。

　加えて、産休に入る社員に対して自らの経験も踏まえた職場

復帰に係るアドバイスの実施や、社内環境の改善などにより、出

産・育児を迎える社員へ職場復帰を促した。また営業事務担当の

女性社員に対しては、「当社にとって非常に重要な部分を担っても

らっている。お手伝いの業務と思わないでほしい」との社長の叱

咤激励により、意識向上に取り組んでいる。その結果社員が自発

的に基幹業務ソフトを改造するなど、業務改善が進むようになっ

た。また総じて働く意欲の高いシングルマザーも積極的に中途採

用し、専門知識の修得のための研修を実施するといったように、

人材育成にも力を入れている。

フレキシブルな勤務体制をはじめとした環境整備
　性別や家庭環境など、業務以外の要素により活躍が制限される

ことなく、優秀な人材の定着率を高めるため、とりわけ女性社員

の待遇改善に関しては、様々な改革が推進された。その一つとし

て、社長自身の子育て経験も踏まえライフイベントをハンディに

しないよう、短時間勤務制度を導入した。この制度は子どもの発

熱などの急な事態に1時間単位で無給休暇を取得できるもので、

子どもが小学 3年生になるまで活用することができる。以前は、

育児休暇を最大期間取得した社員が、休暇以前の勤務のリズム

が取り戻せないという理由で退職に至るケースが多かったが、こ

れを減らしていくことを目的とする。社長は、出産後の女性社員が、

極力早目の職場復帰をする代わりに、子どもの体調などに合わせ

て柔軟に勤務時間を増減することで、徐々にペースを取り戻し、

仕事と子育ての両立に慣れ、職場復帰への不安を解消できるよう、

心を砕いた。その甲斐あって、同社では出産を終えた女性社員の

多くは、3、4か月から半年で復職している。この制度の活用は

女性社員が中心であったが、現在では幼い子を持つ男性社員にも

活用されるようになった。さらに、2013年から子ども手当の額

を底上げしたところ、第四子を持つ社員も現れるようになった。

　また、上長の推薦や社長の面接を経て、非正規社員 8割が正

規社員に転換したほか、他社では敬遠されがちなシングルマザー

についてもその高いモチベーションを評価し積極的に採用してい

る。

　さらに、製造業界の中でも女性社員の割合が特に低い素形材

産業業界において、女性社員に定着してもらうための取組として、

清潔な女子トイレの整備とポーチ置場のある洗面所の設置も行っ

ている。

「倫理委員会」の設置をはじめとする風土改革
　社内風土の改革も積極的に推進した。離職者の退職理由に占

める割合の高かった「上司とうまくいかなかった」という意見を

受けて 2013年に「倫理委員会」を設置し、調査権限を女性も含

む主任クラスに委譲して、何かあれば直接社長に報告する仕組み

を作った。また、2014年から 2015年には、マネジメント層の

意識改革や社員のスキル向上のために、社内に外部から講師を招

いての管理職と管理職前段階における社員への全体研修を継続

的に開催した。さらに、社長の進める様々な改革や経営理念の浸

透のために、毎月実施している総合朝礼、年 2回の懇談会と年 3

回の個人面談などの機会を捉えて、社員とのコミュニケーション

を密に取っている。

ダイバーシティ経営による成果

　企画室、営業部門を中心とした社員の活躍により、社の意向を

ダイレクトに顧客に伝えること、顧客の生の声をスピーディに製

品に反映すること、多言語での問い合わせにも即座に対応するこ

とが可能となった。これにより、海外取引先は 20か国以上に広

がり、海外売上比率は 2008年時の 30％台から現在は 50％台

まで上昇している。

　また、様々な取組により、上司からの指示待ちの傾向が強かっ

た社員たちが、自ら考える体質に変わり、当初反応の薄かった研

修制度の強化に対しても、現在では進んで参加する気運に変化し

つつある。

　さらに 5年前には主任職以上の女性は役員を除き1名だった

が、現在では 6名になり、女性の平均勤続年数も 5年で約 1.4

倍に伸びた。新卒学生を対象とした会社説明会のアンケートでも、

男女ともに「働きやすい職場で魅力的」という回答が増加しており、

グローバルな場で活躍できることへの期待からも採用時の応募が

増加している。現在新卒採用についてはほぼ全員が大卒者となっ

たほか、現社長以前は採用がなかった外国人材についても、累計

で4名採用に至っている。 

　2014年、同社での優れた取組が評価され、「日刊工業新聞社

優秀経営者顕彰　女性経営者賞」を受賞、同年経済産業省「グロー

バルニッチトップ企業 100選」に選定されるなど、グローバル市

場の中で存在感を高めている。

▲貿易事務を行う企画室には世界地図が張り巡らされている
▲マーケットシェア 8割を誇る同社主力製品、クランクシャフト焼入設備
（上）と明るく冷暖房完備の熱処理工場風景（下）
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従業員の状況（単体：2016年2月期）

総従業員数 120人（うち正規従業員数 113人） 正規従業員の平均勤続年数 13.2年（男性 14.2年、女性 7.7年）

属性ごとの人数等 【女性】16人（うち正規従業員数 14人）　女性管理職比率 0％
【外国人】3人（うち正規従業員数 3人）

備考 ─

企業情報

設立年 1960年 本社所在地 大阪府八尾市老原 6-71

資本金 80百万円

売上高 4,018百万円（単体：27年 3月期）

事業概要 高周波誘導加熱装置の設計製造販売および受託加工

富士電子工業株式会社
3代目女性社長の改革でグローバルニッチトップに成長
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